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１ 改定の趣旨

➢ 本市では、情報通信技術の進展を踏まえ、平成２１年に「広島市ＩＣＴ人材育成基
本方針」を策定し平成２７年の改定を経て、情報システムの再構築やＩＣＴマネジメ
ントの推進に対応できる人材の育成に取り組んできました。なお、これまで実施して
きたＩＣＴ研修や資格取得支援などを通じて、一定のデジタルリテラシー向上は見ら
れるものの、デジタル技術活用や業務プロセス改革などの能力には、職員間のばらつ
きや不足が生じているのが現状です。

➢ 一方で、少子化・高齢化や人口減少、市民ニーズの多様化・複雑化のほか、ＡＩを
はじめデジタル技術の進展など、本市を取り巻く環境は大きく変化しています。

➢ こうした成熟に伴う社会経済の急速な変化に柔軟に対応し本市の持続可能性を確保
するための方策として、令和８年度から１２年度までの５年間を計画期間とする「第
２期広島市ＤＸ推進計画」を策定し、行政手続のデジタル化、業務プロセス改革、市
民生活の利便性向上、さらには地域全体でのデジタル技術活用など、「行政のデジタ
ル化」と「地域のデジタル化」の両輪で取組を進めていくこととしています。

➢ ＤＸ推進を更に加速するためには、本市職員が、これまで取り組んできたＩＣＴス
キルの習得にとどまらず、日常業務のあらゆる場面でデジタル技術の活用と業務の見
直しを主体的に進める能力（ＤＸスキル）を身に付けることが不可欠となっています。

➢ そのため、「ＩＣＴ人材育成基本方針」を改定して「ＤＸ人材育成・確保基本方
針」として再構築することとし、全ての職員がその能力を存分に発揮してＤＸを推進
することができる広島市役所を目指して取組を進めていきます。
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２ 方針の位置付け

全ての職員を対象として、デジタルに関する知
識・技能の底上げを図るとともに、業務内容に
応じて必要とされる業務の効率化等が行える知
識・技能を備えた人材の育成・確保に努めてい
きます。

広島市職員の人材育成・確保基本方針 第２期広島市ＤＸ推進計画

広島市ＤＸ人材育成・確保基本方針

市民サービスの向上や業務効率化を図るため
のデジタル技術の活用に向けて、職員全体が
これまで以上にデジタル技術の知識やスキル
を身に付けることができるよう、体系的な研
修や資格取得の支援などに取り組みます。ま
た、情報システムの強化等に向けて、高度な
専門知識を持つ職員の確保や育成も図ります。

◎ 本方針は、「広島市職員の人材育成・確保基本方針」及び「第２期広島市
ＤＸ推進計画」を踏まえ、本市におけるＤＸ人材の育成・確保を計画的に進
めるための基本的な方向性を示すものです。
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３ 目指すＤＸ人材像

⑴ ＤＸ人材
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◎ 本市が目指す「ＤＸ人材」とは、ＩＣＴや情報システム等のデジタル技術に
関する知識・技能を備えるだけでなく、市民の視点に立ち、既存の枠組みにと
らわれずに市民サービスや行政運営の在り方を見直し、デジタル技術やデータ
を適切に活用して、サービスの向上や業務の変革、地域課題の解決への取組な
どを主体的に推し進めることができる人材のことを指します。

➢ ＤＸは全ての行政活動が対象であり、職員はそれぞれの職務に応じて日常業務
のあらゆる場面でデジタル技術の活用と業務改善に取り組む必要があります。
このため、本市では、各職員が自身の職務に応じてＤＸを進める主体になると
いう意味で、全ての職員を「ＤＸ人材」と位置付けます。

➢ また、情報システムやデータ基盤等の整備・運用を担う高度な専門的知識を有
する職員を「専門デジタル人材」として位置付けます。

※ 次ページでは、本市が目指すＤＸ人材を構成するスキル体系（デジ
タル×変革）を示します。



⑵ ＤＸ人材を構成するスキル体系（デジタル×変革）

◎ ＤＸ人材を構成するスキルは
「デジタルスキル(Ｄ)」と「変革
スキル(Ⅹ)」です。

◎ イメージ図の縦軸はデジタル技
術の理解力・活用力を、横軸は業
務や行政サービスを見直し改善す
る変革力をそれぞれ示し、両方の
スキルを向上させ右上に向かうほ
どＤＸ人材として成長した状態に
なります。

◎ ＤＸ推進リーダーやＤＸ推進員
をはじめ各職員がＤとＸの両方を
伸ばしながら成長し、専門デジタ
ル人材が情報システム等の技術面
で高度な役割を担うイメージです。

３ 目指すＤＸ人材像

デ
ジ
タ
ル
ス
キ
ル(
Ｄ)

変革スキル(Ｘ)

専門デジタル人材
ＤⅩ人材の
理想ゾーン

ＤＸ推進員
スキル向上

【スキル体系のイメージ図】

ＤＸ推進リーダー

スキル向上
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４ 人材育成の取組
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◎ ＤＸ人材の育成に当たっては、「マインドセット（変革に挑む姿勢）」を土
台とし、変革を進めるための「変革スキル」と、デジタル技術を活用するため
の「デジタルスキル」を段階的に高めていく必要があります。

◎ そのため、これら３つの重点要素を踏まえた体系的な研修等を実施すること
で、全職員をＤＸ人材として育成するとともに、専門デジタル人材の高度化を
図ります。

⑴ ＤＸ人材育成の重点要素

➢行政のデジタル化と地域のデジタル化を進めるための基盤となるデ
ジタル技術やデータ活用に関する知識・実践力

【３つの重点要素】

①マインドセット
(変革に挑む姿勢)

➢デジタル変革に前向きに取り組み、新しい方法を柔軟に受け入れ、
失敗を恐れず挑戦し続ける姿勢

②変革スキル
➢市民視点で業務やサービスを見直し、効果的・効率的な行政運営へ
と主体的に変革を進める力

③デジタルスキル



区 分 ＤＸスキル 専門デジタルスキル

管 理 職
(課長級以上)

監 督 職
(課長補佐・
係長級)

一 般 職

⑵ 体系的な研修の実施

４ 人材育成の取組

全職員向け（必須）
情報セキュリティ
ポリシー研修

管理職向け対面研修
（マインドセット）

J-LIS動画研修
(一般的デジタル
知識・スキル)

オンライン学習
ツール研修

（専門的デジタル
知識・スキル）

基礎研修
(マインド
セット、
デジタル
知識)

中堅職員研修
(デジタルリテラシー)

新規採用職員研修
(デジタルリテラシー)

課題解決型研修
(総合的スキル)

実践型研修
（変革スキル）

◎ ＤＸの推進に向け、各職位が一定のデジタルリテラシーを身に付けるとともに、主に
以下の能力を向上することを目指し、体系的に各種研修を実施します。

・一般職：担当業務の中で課題を発見し解決するための実践的な知識・スキル
・監督職：実践的な知識・スキルを備えつつ所管業務の課題の整理や解決のための企画力
・管理職：所管業務全体についてＤＸ活用による市民サービス向上や業務効率化に係る重

要性を理解しそれに向けて組織をマネジメントする力

◎ その際、研修受講履歴や資格取得情報を把握し、研修体系の見直しや職員の学習支援
に活用します。
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【研修体系イメージ】

追加

追加

追加

管理職員研修
(デジタルリテラシー)



◎ ＤＸに関する高度な知識・実務経験を得るため、国や民間企業等に職員を派
遣し、外部知見の獲得と庁内展開を図ります。

４ 人材育成の取組

◎ＤＸ推進リーダー及びＤＸ推進員は、所属内の全ての職員にＤＸを浸透させ、
庁内の横展開をリードする役割を果たす職員であり、業務改善やデジタル技術
の活用を現場で中心的に支えることができる人材として育成します。

◎このため、必要な研修や学習機会の提供に加え、好事例の共有や庁内コミュニ
ティによる横の連携支援を行い、実践力と役割遂行力を高めます。

◎また、所属長を含む職場全体で自律的に業務改善を進められるよう、ＤＸに取
り組みやすい職場環境の整備を支援します。
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⑶ ＤＸ推進リーダー・ＤＸ推進員の育成・支援

⑷ 専門性向上の支援

① 資格取得の支援

② 国・民間企業等への派遣

◎ 情報処理に関する国家資格等の資格取得に係る学習支援や合格者への受験料
支援を行い、専門知識の習得・高度化を図ります。

※ 「専門性向上の支援」は、専門デジタル人材に限らず、デジタル分野の
知見を深めたい職員を対象とします。



５ 人材確保の取組
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◎ デジタル関連業務の職務経験を有する人を対象とする「行政事務(デジタ
ル)」の採用を継続的に実施し専門人材を登用します。

◎ また、採用説明会、インターンシップ、ＳＮＳ等を通じ、行政や地域のデジ
タル化に関する取組内容や本市での専門人材の活躍の場を積極的に発信します。

【専門デジタル人材の確保】

◎ 行政事務(デジタル)以外の職員であっても、情報分野の保有資格、意欲・適
性などを踏まえ、情報政策部門等への配置やＯＪＴによる実務経験の付与を通
じて、専門人材として登用します。

◎ 情報システム、データ基盤、情報セキュリティなど、ＤＸ推進を技術面から
支える高度な専門的知識を有する専門デジタル人材については、行政の「外部
からの登用」と「内部からの登用」の両面で確保します。

◎ デジタル分野では高度な専門性が求められることから、その専門性を発揮し
続けることができる職務やキャリアコースを選択可能な形で整備しており、ス
ペシャリストとしての能力を継続的に高められるよう支援します。

⑴ 外部からの登用

⑵ 内部からの登用

⑶ 専門性発揮のためのキャリア形成支援


